
１．はじめに	 

1.1．研究の背景 
我が国では産業社会の発展とともに、サラリーマン核

家族世帯の生活を支えるべく、公的福祉が拡充されてき

た。それは、子育てや介護などを、家族や親族に依存す

る従来システムからの脱却を目指すものであった。しか

しながら、現状の公的福祉は十分でなく、また財政逼迫

ゆえにこれ以上の拡充も期待できない状況にある。加え

て、世帯規模の縮小や所得格差の拡大、共働きの一般化

に伴い、従来の家族扶助システムに戻る事も困難である。 
そこで期待されるのが、地域や市民レベルで支え合う

共助の拡充である。子育てや老親扶養については公的サ

ービスでは担いきれない部分が大きく、NPO 法人等の

民間による独居世帯の見守り活動や子の預かり等、第三 
者同士の共助活動が普及しつつある。持続可能な住宅地

計画の視点に立てば、住宅というハード面のみでなく、

これら扶養システムを維持・循環させる事が重要であり、

これを成立させ得る要件の解明が求められている。 
	 

	 

1.2．非親族間の扶養システムと居住地の関係性が未検証	 

以上を背景として、近年、近江（1994 年）注 1）をはじ

め、その扶養システムの検証が進んでおり、各々に世帯

を構える親子等の親族間において、これが構築されてい

る事が明らかにされている。そして現在、親子間の隣居・

近居の再評価がなされ、これが成立しうる住宅地計画の

要件を明らかにする研究も発展しつつある注 2）。 

しかしその一方で、とりわけ大都市圏においては、親

や子と隣居・近居関係にない世帯が相対的に多い事も知

られている。例えば、人口集中地区で親と別居する世帯

のうち、近い方の母親との距離が 30 分以上である世帯

は、45.2%にのぼる事がわかっている 5）。しかしながら、

これら非近居世帯の扶養システムの実態や、住宅地計画

との関連性については、未だ明らかにされていない。 
1.3．本稿の目的	 

	 そこで本研究では、非近居世帯が多く利用している事

が予測される、子育てサポートの共助システムを対象と

した調査を通して下記を解明し、これに基づいて共助が 
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成立しうる住宅地要件を する事を目的としている。	  
・非親族による子育てサポートの利用者と、その担い

の特性の解明。  
・利用者と担い 各々の居住地と、対象地域の宅地 発

との関係性の解明。  
・担い の活動の 方と活動に対する評価の解明。  
 
．  
2.1． の 	 

	 本研究では、 リー・サポート・ ン ー事業（以

下、 サポ）を対象とする。 事業は、子育てにつ

いて 助を けたい地域住民と 助を いたい住民が会

員 をし、 で利用・ 助を う共助活動である。	 

	 ただし、国の 助事業や 事業として市区 に

よって実 されるという公的性 も えている。また、

ランテ という づけ に利用 が く

されている注 3）。このため、利用 が特 の所得

に っていない事が予測され、非親族間による共助活動

と住宅地計画との一般的対 関係を えるための研究対

象として、 していると えられる。	 

2.2． 市の と の 	 

	 人 の 得が ではない 、 サポ活動

について が できた 市を対象とする。 
	 市は 都 より 50km 圏の 上に

しており、1970 年 から現在もなお、ベ ド ンとし

て人口が え続けている地域である。 市では、 育

の拡充や、 学年が利用できる学 育を 2008 年より

実 しており、 サポ活動がこれらの となって

いるわけではない。このため、本来の共助活動の や

可能性を る対象として、 するといえる。また、多

な年 の 興住宅地が存在するため、住宅地計画との関

わりを見る上でも と えられる。 
2.3．研究 	 

	 ま で、 市社会福祉 会から した 26
間の活動記 と会員 を用いて、会員各々の特性 

 
 
 
 
 
 
 
 

や、居住地の立地特性と 市宅地 発との関連性を

える（ 1）。その 、 会員対象の リン 調査、

およ 利用会員対象の ン ート調査 を 用いて、

会員特性についての な分 を加える。 
	 では、ま 活動記 と会員 より、 会員の

活動の 方の を える。続いて、 会員を対象に

った リン 調査より、これに対する評価を える。 
 
．牛久市 の 性	 

3.1． の 	 

	 サービスを利用できるのは、市 在住の 産 、およ

0 から小学生までの子のいる家 であり、事前に利

用会員としての を う 要がある。一方、サービス

を する 会員には、市 在住の 育・育 者

であれば、 、 でも することができる。

2014 年 7 現在、利用会員 702 人、 会員

187 人（うち、 方会員 1 人）である。そして、

利用会員・ 会員のマ ン を担 するのが ド

ーであり、 市の 合は 事業の を され

ている 市社会福祉 会の 員が担っている注 4）。 
	 2012 年 4 から 2014 年 6 の間の サポ活動記

によれば、 2592 の活動が われている。 は、

宅と学 や 育 、 等の教育 間の 700活動、

親 在 の子の一 預かり 498 活動（前 に を伴う

例も ）、親在宅 の 育・家事 助 514 活動、

の一 預かり・ サービス 880活動の 4 があり、

い れも 30 分 300 で されている。サービスは

前 7 から 20 まで利用する事ができるが、中で

も ・ 前の 7 9 と、 ・下 間となる 16
17 の活動が多い（ 1）。活動 間は 30 分から

くとも 2 間までが中 であり（  2）、 に 日の

活動である（96.6% 2503 ）。なお、活動の と住

間との関係については、 を されたい 9）。 
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3.2． の 性	 

1 と 族 	 

	 利用会員の家族構成は、 と子 117 件、およ 母と

子 7 件の 家族が中 である（ 2）。母親の年 は

30 40 が中 であり、母親が 業する世帯 80 件と、

非 業の 世帯 51件に 分する。子の 子年 では、

0 あるいは 中の例が 4 （57件）を め多いが、

小学生以上の子をもつ世帯も 2 （27 件）みられる。 
	 一方 会員 64 のうち、60 が 37 で

を めており、また 70 も 11 にのぼる（ 3）。
リン 調査が実 できた 18 について を え

ると、家族構成は と子 7 件、 のみ 8 件と、こち

らも 家族が である。 
2 居住 と親族間 の  
	 以下では、より を える事ができた ン ート

の利用会員 47 、およ リン 調査 の

会員 18 に って分 を進める。 
	 小林（1985 年）注 5）による居住 の を用いると、

利用会員のみなら 、 会員も、 市 ではない、

地域から してきた 家族・ 動 が中 である

事がわかる。 より 市に住まう は、利用

会員 2 件、 会員 1 件であり、 りは て成人 に

市に してきた 動 である（ 4）。ただし、

市 の居住年 は大 に なる。利用会員は 5 年未

が （27 45 件）を めるが、 会員は 10 年以

上が であり（14 17 件）、30 年以上の例も 7 件見られ

る。 会員の 合、1 件を く 17 件が、 共に

市 者ではなく、 して子を授かった に住まいを

する目的で 市 してきた である。 
	 に、親族間同士での育 や介護サポートの につ

いて える。ま 、利用会員の親世帯からの子の育 サ

ポートについては、 し 24 件、あるいは年に 13 件

が中 である。近い方の親宅 の 動 間は 1 間以上

の世帯が 6 （29 件）であり、居住地が離れている事が

サポートを得られない一 である事が される（ 5）。 
	 一方、 会員の子世帯に対する サポートについて

も、 しと年 が計 13 件で多い。ただし、そのうち 7
件は がいない例である。 方であるために日 的にサ

ポートできないとする例は、1 間以上の 4 5 件である。

ただし、い れも産 はサポートをしており、関

に住 に 2,3 サポートする例 1 件も、これに

する。なお、30 分未 1 件、 圏 1 件でサポート

しは、 が成 しサポートが 要ない例である（ 6）。

親の介護サポートでも、 に 1 以上は、同居 1 件、30
分未 2 件の計 3 件であり、い れも 市 から親を

せた例である（ 7）。1 間以上の 5 件は て

であり、い れも介護サポートは 方かつ 要（

あるいは の親族が介護）を にしていない例である。

またすでに 方の親とも している例が にのぼる。 
	 これらを み合わせると、介護・ の育 サポート共

に現在は っていない、あるいは年 が 11 件と多い

が、一方でこれを えながら サポを担っている

も 7 件いることがわかる（ 8）。 
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3.3． の居住地と牛久市住 地 との関係	 

	 国 6 が に し、 い 地林と 地を する

であった 市（1986 年までは ）における宅

地 発の は、 3 期に分けられる注 6）。 
	 第一期は 40 年 であり、 期には( )住宅地 成

事業に関する法 の下、民間事業者によって 地 成が

に進められた注 7）。その 間もなく、 成 期

における 都圏のベ ド ンとして、1966（ 41）
年に 都圏近 地帯 用、およ 都市計画区域 の

指 を け、これを に大規模な 地区画 事業が

された。1968（ 43）年に事業 された

の 地区（ 3 の 08）にはじまり、 の

地区・ 地区（ 3 の 12、14）の都市基 が

われ、民間による中規模 発が進展する事となった。 
	 第 期は 1981（ 56）年に 工された大規模 地

区画 事業であり、 地区（ 3 の 13）、さら

にその に する 田地区（ 3 の 11）である。 
	 そして第三期は、1990 年 からはじまった 部地区の

地区画 事業である（ 3の02）。つくば市での1985  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

年国 科学 術博 会の と、その の 市 部

の の を に、 部地域 の 発が

されたのだ。のちの 1998（ 成 10）年、

に たち うしく が 業し、2000 年以 から現在もな

お、02. たち ・ リ では宅地分 が進んでいる。 
	 以上の都市基 のもと、人口は に 加し、

2012 年現在（83,531 人）、1970 年（19,372 人） で 4.3
にのぼる。そしてこれは、ベ ド ンとしての人口

であったことが、 業人口に める市 従業者の 合

からよみとれる（ 3）。人口が え めた 1980 年

で 50.9%が市 業者であり、また 期（1985 年）は

24.1%よりも、 業者 33.5%（うち 都

79.4%）が多くを めていた。その の人口 加と共に、

市 業者の 合も年々 加し、2010 年現在は 66.3%
にのぼる。ただし とは なり、現在は 23.2%（う

ち 都 70.7%）よりも が 43.1%と多い。そのうち、

隣 の3市1 で76.1%を めており（つくば市36.8%、

市 15.6%、 市 13.1%、 見 10.6%）、近隣

のベ ド ンという が まっていることがわかる。 
	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 3． の居住地と牛久市 地 との関係	 

	 以上を まえて会員の居住地を えると、 発 期と

の関連性が み れる。30 40 が中 の利用会員は、

42.7%（56 件）が 2000 年以 にビルト の進

部地域 02. たち ・ に住んでいる（ 4）。これに

対し、 リ に住まう 会員は 12.5%（8 件）にと

どまり、75.0%（48 件）が 1970 年 から 1990 年

期にかけてビルト の進んだ市 地 ・ 地域（

存集 が る 09 の 発住宅地 2 件を ） の住宅

地、およ 中 地域 の（ ）宅地 成事業地に住 。 
	 これら振興住宅地には 家族・ 動 が居住しやす

いこと注 5）、前 3.2 で えた会員の居住 は、 ン

ート・ リン 調査 者に された であるが、

に 動 であった事を え合わせると、特に 会員

については、 市 から 居してきた 動 が中 で

あ う事が される。 
	 なお、利用会員という 年子育て が、02. たち

・ に集中しているのには、 の しさだけでなく、

て 33.7%・持ち家 59.0%の さに現れているよ

う、住まいの の多 性も していると えられ

る（ 4）。実 に、 会員の 92.2%（59 件）が一

てであるが、利用会員は 55.7%（73 件）にとどまる。

また、所 態の 別は ン ート・ リン 調査

者に されるが、 会員は て持ち家であるのに

対し、利用会員は持ち家と 家で 分しており（ 9）、
利用会員の 築 態・所 態は多 である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

． の の と に 	 

.1． に が の 	 

	 市 サポで するサービスのうち、親 在

の子の預かりの は、利用会員か 会員の 宅、あ

るいは市 の子育て のい れでも い事となってい

るが、実態は利用会員の 宅での預かりが 72.7%で も

多い（ 10）。そのため、 や 育・家事 助サービ

スを めた サポ では、利用会員の 宅に

会員が いて、サービスを する ースが も多い。 
	 しかし、このサービスを する 、 に利用会員宅

までの の所要 間は、活動 の対象 間には

されない。また、これに要した リン 等の 通 は、

会員の 担である。 に したように、利用会

員と 会員各々の居住 リ は なっている。そのた

め、 ド ーは 会員の 動 担についても

しながら利用会員とのマ ン を っており、 会

員の のもと、実 の活動を依 している。 
	 では、 会員は実 にどの程 の 動を 担してい

るのであ うか。分 対象期間において、サポート関係

にあった会員同士の居宅間の 動距離224 ンについ

て、ルート検 能を用いた を みた注 8）。 
	 その 、 会員宅から利用会員宅までの 動距離

は、 動 を 用する 合で 2.032km、 の 合

で 1.628km と された（ 5）。また、 部地域

に住まう利用会員宅 の 動距離は相対的に く、3km 
を える例が 44.4%にのぼ うことも された（ 6）。 
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	 以上を まえて会員の居住地を えると、 発 期と

の関連性が み れる。30 40 が中 の利用会員は、

42.7%（56 件）が 2000 年以 にビルト の進

部地域 02. たち ・ に住んでいる（ 4）。これに

対し、 リ に住まう 会員は 12.5%（8 件）にと

どまり、75.0%（48 件）が 1970 年 から 1990 年

期にかけてビルト の進んだ市 地 ・ 地域（

存集 が る 09 の 発住宅地 2 件を ） の住宅

地、およ 中 地域 の（ ）宅地 成事業地に住 。 
	 これら振興住宅地には 家族・ 動 が居住しやす

いこと注 5）、前 3.2 で えた会員の居住 は、 ン

ート・ リン 調査 者に された であるが、

に 動 であった事を え合わせると、特に 会員

については、 市 から 居してきた 動 が中 で

あ う事が される。 
	 なお、利用会員という 年子育て が、02. たち

・ に集中しているのには、 の しさだけでなく、

て 33.7%・持ち家 59.0%の さに現れているよ

う、住まいの の多 性も していると えられ

る（ 4）。実 に、 会員の 92.2%（59 件）が一

てであるが、利用会員は 55.7%（73 件）にとどまる。

また、所 態の 別は ン ート・ リン 調査

者に されるが、 会員は て持ち家であるのに

対し、利用会員は持ち家と 家で 分しており（ 9）、
利用会員の 築 態・所 態は多 である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

． の の と に 	 

.1． に が の 	 

	 市 サポで するサービスのうち、親 在

の子の預かりの は、利用会員か 会員の 宅、あ

るいは市 の子育て のい れでも い事となってい

るが、実態は利用会員の 宅での預かりが 72.7%で も

多い（ 10）。そのため、 や 育・家事 助サービ

スを めた サポ では、利用会員の 宅に

会員が いて、サービスを する ースが も多い。 
	 しかし、このサービスを する 、 に利用会員宅

までの の所要 間は、活動 の対象 間には

されない。また、これに要した リン 等の 通 は、

会員の 担である。 に したように、利用会

員と 会員各々の居住 リ は なっている。そのた

め、 ド ーは 会員の 動 担についても

しながら利用会員とのマ ン を っており、 会

員の のもと、実 の活動を依 している。 
	 では、 会員は実 にどの程 の 動を 担してい

るのであ うか。分 対象期間において、サポート関係

にあった会員同士の居宅間の 動距離224 ンについ

て、ルート検 能を用いた を みた注 8）。 
	 その 、 会員宅から利用会員宅までの 動距離

は、 動 を 用する 合で 2.032km、 の 合

で 1.628km と された（ 5）。また、 部地域

に住まう利用会員宅 の 動距離は相対的に く、3km 
を える例が 44.4%にのぼ うことも された（ 6）。 
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.2.１ の と 間 の関係	 

	 より に 会員の活動に伴う 担を えるため、

分 対象期間における 会員 人あたりの 動距

離を し、活動 との関係を する。	 	 	 	 

	 ま 、 動距離は、前 で用いた利用会員・

会員の み合わせ別の 動距離のうち、 動

による を用いて した（ ）。実 の活動では、

近くても 動 を利用するという が多く かれたこと、

また する リン 調査 に すよう、2 を

える 動では 動 利用が中 であるためだ。また活動

は、活動記 に る 会員各々の活動日の間 よ

りその を求め、これを 活動日 間 とした。	 

	 者の み合わせで の ルー に分 できる。

この中でも、 動距離が 1 程 以下、

かつ活動間 が 3 日以 の ルー が 2 件

と も多い。さらに、3 日以上活動する 21 件に 目す

ると、 て、活動間 が 3 日以 の と に まってお	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

り、中でも 動距離が い が 1 件と多い。実 の活動

は、 会員の の下に されている事を まえる

と、3 日以 、つまり に 1 以上の での活動を求

める 合には、 会員が 担する 動距離は、 2

程 が である事を していると えられる。	 

.3． の に 	 

	 以上に した サポ活動について、 会員がど

のように評価しているのかを、 リン 調査 者 1

の分 より える。なお、 会員宅のみでの活動

であった 1 は、 目の分 対象からは いている。	 

1 が に 	 

	 前 2 で した の ルー 別に、 リン

対象者の 動に対する評価を した（ 11）。	 

	 動距離は、 小 1 から 大 3

までと がある。そのため、 動 も や の

みの 合 件と、 家用 の利用もある 11 件に分かれて

おり、 動距離が い ど、相対的に 家用

を利用する例が多くなる が み れる。	 

	 動 間についての リン を すると、

動距離の い 、 においては、い れの 動

利用でも、 大 1 分が 1 件で も多い。2

分 3件、3 分 1件もあるが、1例を いて である。	 

	 一方、 動距離が いと される 、 におい

ては、1 分 と した例が 件にのぼる。ただし

そのうち 件は、 が できないために で 動す

る例である。これを く 件は、い れも 家用 利用

であり、所要 間は 大でも 1 分程 に まっている。	 

	 以上の 動について、 リン 対象者の （1

1 件）は、 担や はないと している（ 12）。	 
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． と 間 の関係	 

	 担や に じている は、 の 3点である（

13）。1つは の であるが、事前の利用会員・

会員・ ド ー三者での面 に 知する事で、

現在は解 されている。2 点目は、 会員 の 調

面の である。会員宅までの 動 は であるが、

サービスは か が である。そのため、

サービスを する 合には、利用会員宅や小学

等の現地まで、 にて かう会員も なくない。これ

が、 の日や、 調 には 担になってしまってい

るという である。3 点目は、 動に要する 担の

対価として、 が見合わない ースに対する であ

り、会員各々の え方、 の いが されている。	 

2 の の に 	 

	 これまでの を まえ、 サポでの一 預かり

を う として、 も ましい はどこであるのかを問

うた。その 、1 1 件が利用会員の 宅を た（

）。 な は 3つに集 でき、 子が ・リラ ス

できる 、 子ども ・ 要な が っている 、 子が	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

分で 分の事をできる である（ 1 ）。そして、前 2

者については、 会員の 宅で預かる 合の問 点と

して られている。中でも 子ども でない、 要

な がない は、 市での サポ 会員が、

に 以上で構成されている事が しているといえ

よう。 大人の家になってしまっているので という に

あらわれているように、子が同居している 合であって

も、1 以上の例が とんどである。そのため、小学生

未 が中 である利用会員の子の け れにおいて、事

前に 宅の 所を し、 らかの対 を す 要

がある事が、問 点として られている。	 

	 一方、子育て を支持する も 件ある。注目すべ

き として、 人で 育ができる 事を評価する

がある。親 在 の子の一 預かりにおいては、 会

員が一人で子と す事となるが、その に 一人だと

目が き かない もある、 が き まなくてト

レに けない がある 等、1対 1ゆえの問 点がある。

その 担を し、かつ に子の預かり うためにも、

子育て 等で 育をしたいという である。なお、

問 の 者 1 のうち、子育て での があ

るのは 1 のみである。子育て の支持、およ これ

の 見が ないのは、 がない事が している。	 

	 

． とめ	 

.1．本稿 に と	 

・ 市 サポにおける非親族間での子育て ト

ワー は、 市 から 居してきた を中 に構成

されており、特に利用会員は親世帯と近居関係にない

例が多い。親宅までの距離が い ど、育 サポート

を得られていない世帯が多く、この事が サポ利

用の 要 になっていると われる。 会員も親族

とは扶養関係にない例が多いが、親や 世帯とは 方

である事が である例の か、親の や がいな

いための例も一 存在する。 
・ 会員は 1970 1990 年 までに 発が進んだ市

地 ・ 地域に集中しているが、利用会員は 2000 年

以 に 発の進んだ 部地域居住者が 4 を める。

そのため、 会員が 担する 動距離は、相対的に

部地域利用者 のサポートにおいて く、3km 以上

と される ースも 4 を える。 
・ 会員一人あたりが 担していると される 動

距離と活動 の み合わせで、活動の 方を 4
に した。そのうち、 1 以上の で活動す
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	 担や に じている は、 の 3点である（

13）。1つは の であるが、事前の利用会員・

会員・ ド ー三者での面 に 知する事で、

現在は解 されている。2 点目は、 会員 の 調

面の である。会員宅までの 動 は であるが、

サービスは か が である。そのため、

サービスを する 合には、利用会員宅や小学

等の現地まで、 にて かう会員も なくない。これ

が、 の日や、 調 には 担になってしまってい

るという である。3 点目は、 動に要する 担の

対価として、 が見合わない ースに対する であ

り、会員各々の え方、 の いが されている。	 

2 の の に 	 

	 これまでの を まえ、 サポでの一 預かり

を う として、 も ましい はどこであるのかを問

うた。その 、1 1 件が利用会員の 宅を た（

）。 な は 3つに集 でき、 子が ・リラ ス

できる 、 子ども ・ 要な が っている 、 子が	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

分で 分の事をできる である（ 1 ）。そして、前 2

者については、 会員の 宅で預かる 合の問 点と

して られている。中でも 子ども でない、 要

な がない は、 市での サポ 会員が、

に 以上で構成されている事が しているといえ

よう。 大人の家になってしまっているので という に

あらわれているように、子が同居している 合であって

も、1 以上の例が とんどである。そのため、小学生

未 が中 である利用会員の子の け れにおいて、事

前に 宅の 所を し、 らかの対 を す 要

がある事が、問 点として られている。	 

	 一方、子育て を支持する も 件ある。注目すべ

き として、 人で 育ができる 事を評価する

がある。親 在 の子の一 預かりにおいては、 会

員が一人で子と す事となるが、その に 一人だと

目が き かない もある、 が き まなくてト

レに けない がある 等、1対 1ゆえの問 点がある。

その 担を し、かつ に子の預かり うためにも、

子育て 等で 育をしたいという である。なお、

問 の 者 1 のうち、子育て での があ

るのは 1 のみである。子育て の支持、およ これ

の 見が ないのは、 がない事が している。	 

	 

． とめ	 

.1．本稿 に と	 

・ 市 サポにおける非親族間での子育て ト

ワー は、 市 から 居してきた を中 に構成

されており、特に利用会員は親世帯と近居関係にない

例が多い。親宅までの距離が い ど、育 サポート

を得られていない世帯が多く、この事が サポ利

用の 要 になっていると われる。 会員も親族

とは扶養関係にない例が多いが、親や 世帯とは 方

である事が である例の か、親の や がいな

いための例も一 存在する。 
・ 会員は 1970 1990 年 までに 発が進んだ市

地 ・ 地域に集中しているが、利用会員は 2000 年

以 に 発の進んだ 部地域居住者が 4 を める。

そのため、 会員が 担する 動距離は、相対的に

部地域利用者 のサポートにおいて く、3km 以上

と される ースも 4 を える。 
・ 会員一人あたりが 担していると される 動

距離と活動 の み合わせで、活動の 方を 4
に した。そのうち、 1 以上の で活動す
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る ルー は、 2km 以 でサポートをする例が

多く、これが 担しうる の 1 指 と解 した。 
・ 会員が 担する 動 間はい れの をとって

も 5 15 分程 におさまっており、これに対して

の は とんどみられなかった。 
・子の一 預かりに ましいのは、多くが利用会員宅と

しており、子が ・リラ スできる、子ども

である、 要なものが っている事が である。 
.2． が 住 地の に の  
	 都圏近 には、 発 30 40 年を た核家族 け

の住宅地が多くあるが、これらの居住 には 地域から

居してきた 動 が なくない事が予測される。本

で対象とした サポの担い の多くが 動 であり、

かつ親族間の相 扶助によらない生活をする も一

存在する事を まえると、 動 には、非親族間の扶養

システムの担い としての 在性があると えられる。 
	 これら 動 、かつ 世 同士での育 サポートにお

いては、子どもの立 や 育のしやすさから、利用会員

の 宅でのサービス が ましいとする が多く か

れた。その 合、 する はサービス の までの

動を いられる。ここで、 担し得る 動の

として、 に 1 以上の な活動を求めるならば、所

要 間 10 分以 、多くとも 15 分程 というのが、1 指

となりうるのではないかと えている。本 では、

動距離が 5 7km に及 例も 11 件みられたが、ル

ート検 能による所要 間はい れも 15 分程 であ

った注 9）。所要 間は、 動距離の か、 や 等、

の 別事 に される。この事から、距離よりも、

所要 間を目 にする事が であると えている。こ

の圏域 であれば、共助活動が きやすく、持続可能

な住宅地として成立しうる可能性があると えられる。 
.3 の 	 

	 本 は、 地域、1 事業 のみを対象とし、しかも

られたサン ルから得た評価に基づく である。そ

のため、以上の の一般化は、 の課 として さ

れている。続 では、調査対象を るとともに、性

格の なる地域との 分 を検 している。 
	 加えて、 事業が 65 以上の も担っている

ランテ であり、その と に依存する 面が

い事も せ ばならない。活動の持続性を する

のであれば、利用会員宅でのサービス のみでなく、

会員が居住する リ での子育て の も 要

であ う。これによって、担い の 担を し、加え

て リ の き家問 を解 しうる 1 法になる事等

が期待できる。 は、このような地域 としての子

育て のあり方も、検 課 としたい。 

	 

	 本研究は、JSPS 科研 14J40073 の助成を けたものです。本研究

の実 にあたり、 市社会福祉 会、およ 利用会員・ 会員の

に、集計・分 業においては、千葉大学大学院博士前期課程・

に いただきました。ここに記して、 の を します。 
	 

	 

注 1） 的なものとして、 1）、2）等がある。	 

注 2）例えば、 3）、 ）等がある。	 

注 3）民間によるベビーシ ーの 利用 は 1 間あたり 1 1

であるのに対し、 サポは までの利用 が を

める。民間は、 ）の 、 サポは ）の 1 より。	 

注 ） より、会員の 件は 的であり、 会員の が利

用会員に べて大 に ない点も、 国的 と一 しており、特

な例ではない。また サポ事業の が で されており、

では社会福祉法人が 1 と も多い事がわかっている。	 

注 ）居住 とは小林の した 分 であり、 （地 ）

と 動 （ 地域からの ）の区分で、住宅 や家族構成、

みに特 がみられることを解明している。特に 動 については、

家族（核家族）で、振興住宅地に住まう が いことが されて

いる。 1 ） 。	 

注 ） 11） 13）を に、 者が独 に分 した である。	 

注 ） 例には、（ ）日立 地によるつつじ 地（ 3 の ）、

トー ーランド 発による 13の 地（ 3の 、1 1 ）がある。	 

注 ） み合わせのうち、 会員宅で一 預かりを った 2 ン

は、分 対象から いている。ま 、 マ のルート検 能

を用いて、利用会員・ 会員の 宅間のルートを検 した。その 、

動 と の 方の 動 で検 している。その 、 子住宅地

上（ ン， 市，2 1 3）で会員の 宅 を

した上で、 に検 して第一 として されたルートの距離を、

子地 上で計測し、これを 動 、およ の 動距離とした。	 

注 ） マ によって検 された第一 のルートで、 動 を

用いた 合、かつ が発生していない 合の所要 間である。	 
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） ちよ： リー・サポート・ ン ー事業の 的 と課

，同 社政 科学研究	 第 1 第 1 ， 113 131，2 13 	 

）梅本舞子 か3 ：在宅サービス の視点からみた住宅計画に関す

る研究その1 3，日本 築学会大会学術 集，2 1 	 

1 ）小林秀樹：地域性と 性， 成 現 日本住居 ，

大学教育振興会， 1 2 ，1 3	 

11） 市 さん 員会： 市 	 近現 ， 市，2 2 12	 

12） 市： 市第3 合計画2 11 2 2 ， 市，2 11 3	 

13）都市計画 計研究所： 部地区 発と の将来 	 合

発 計画調査 	 その ， ，1 3 3 
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